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303第 10 号　2015（平成 27）年度
成年後見実践の現状と課題－自立に向けた障害者の支援を通して－
の信頼関係を構築することにつながる。②家庭裁判所からの細かい事務分掌の指示がないなか
では，親である複数の成年後見人等との話し合いをもとにそれぞれの役割を決めながら，連携・
協力・分担をすることが可能になる。③本人の希望，親の希望をもとに本人の将来にわたる支援
のあり方についても話し合い，検討を進めていくことができる。④また，それらを具体化していくた
めの長期計画についても一緒に検討したりするなど，本人の将来にわたる支援者としての役割を
担っていくことが可能となる。またこのことは本人の急激な生活の変化を避けることができるととも
に，親の負担を軽くすることができる。そしてこれらのことは親との複数の成年後見人等だけでは
なく，第三者後見人等（単独で成年後見人等を行う場合）及び軽度の知的障害者や親が自分自
身の将来や親なき後の子どものことを含み任意後見制度を活用する際の共通した支援のあり方に
つながるものである。
　今後，社会福祉士後見人にはこれらの活動とともに，地域における暮らしを継続するための社
会資源の開発などを通して，その人らしい暮らしの継続を可能にしていくことが求められているとい
える。
 
〈注〉
	 1）	第三者後見人等とは，親族以外の第三者の成年後見人等である。平成２５年１月から同年１２月までの１
年間における最高裁判所の統計によれば，成年後見人等に配偶者，親，子，兄弟姉妹，その他の親族が選
任されたものが全体の 42.2％（前年は約 48.5％）を占めている。親族以外の第三者が成年後見人等に選任さ
れたものは，全体の約 57.8％（前年は約 51.5％）で，その内訳は，弁護士が５８７０件（前年は４６１３件），
司法書士が７２９５件（前年は６３８２件），社会福祉士が３３３２件（前年は３１２１件）となっている。
親族以外の第三者が選任されるケースが年々増加傾向にあり，親族が成年後見人等に選任された数を平成
２４年に続き上回っている。赤沼康弘　池田恵理子　松井秀樹「Q＆A　成年後見実務全書第１巻」民事法研
究会　平成２７年１月　２５６ページ
	2）	北谷は，第三者後見人を立てる理由について，「知的障害者の生活は長期にわたり，親子が一体となって維
持してきた生活であり，それは支援を受け取る「子」としてのアイデンティティと，支援を提供する「親」と
してのそれに基づく，固定した役割分担によって成立している。そのため，親はケア提供者としての役割
喪失を恐れ，他者に本人の支援を求め受けるという関係を築けなくなっていることになる。こうなること
で，伝わりにくい曖昧な本人の意思は見過ごされ，本人のニーズと親の希望が過剰に同一視されることで，
親の本人に対するパターナリスティックなかかわり正当化されやすくなる。そこで，「親離れ，子離れ」，
つまり，親と本人各々の役割を代替・補完するサービスとして他者を家庭に入れることにより，家族関係
の再構築（適度な距離感を見出す）が必要になる。親なき後を支えるために後見制度を活用することの意味
は，ここにある」と述べている。北谷優輔「知的障害者の親なき後の問題への成年後見制度の活用」立命館法
政論集第１１号　平成２５年１月　１６９ページ
	3）	成年後見人等とは，補助人，保佐人，成年後見人を含めている。小林昭彦・大鷹一郎編「わかりやすい新成
年後見制度（新版）」有斐閣リブレ　平成１６年　２５ページ
	4）	本人とは，被補助人，被保佐人，成年被後見人のことである。小林昭彦・大鷹一郎編「わかりやすい新成年
後見制度（新版）」有斐閣リブレ 39　平成１６年２月　３５ページ
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	 5）	「権利擁護センター　ぱあとなあ」は，公益社団法人日本社会福祉士会が運営しており，所定の成年後見人
養成研修を修了した社会福祉士を成年後見人等の候補者として登録している。養成研修は都道府県におけ
る社会福祉士会が実施する「成年後見人養成支部委託研修」を受講・修了していることである（「成年後見人
養成支部委託研修」を毎年度１回（全 6日間）実施）。また，受講要件としては（下記の要件をすべて満たすも
の）①日本社会福祉士会の正会員であり都道府県社会福祉士会に所属する社会福祉士，②研修修了後権利擁
護センターぱあとなあに名簿登録し受任できる者，③都道府県の社会福祉士会の会長が成年後見活動に資
すると認める者，④カリキュラムの全課程を出席できる者，⑤日本社会福祉士会の基礎研修Ⅰを受講済み
である者，若しくは２０１１年度までの旧基礎研修を受講済みである者とされている。日本社会福祉士会
ホームページ　ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｊａｃｓｗ．ｏｒ．ｊｐ／
	 平成２７年１１月３０日参照
	6）	小賀野晶一・公益社団法人東京社会福祉士会編「社会福祉士がつくる身上監護ハンドブック」２０１３　民
事法研究会　平成２５年５月　２２ページ
	7）	Ａ県社会福祉士会成年後見・権利擁護事業部ぱあとなあが行っている２０１５（平成２７）年８月報告によ
れば，名簿登録者４６２名で受任件数９２５件であり，①法定後見等９１６件，②任意後見・事務委託契
約等９件である。また，２０件が複数後見等（後見１４件，保佐６件）であり，その複数後見等の相手とし
ては，①親族９件，②弁護士６件，社会福祉士３件，行政書士２件となっている。Ａ県社会福祉士会成年
後見・権利擁護事業部ぱあとなあ（平成２８年１月６日）
	8）	「前掲注１」　２７６ページ
	9）	改正された民法第８５９条の２では成年後見人が数人あるときは，家庭裁判所は，職権で，数人の成年後
見人が，共同して又は事務を分掌して，その権限を行使すべきことを定めことができる。②家庭裁判所は，
職権で，前項の規定による定めを取り消すことができる。③成年後見人が数人あるときは，第三者の意思
表示は，その１人に対してすれば足りることが新設された。「前掲注 4」　１１９ページ
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